
事業報告のあらまし



１．全国商工会議所の総力を結集した日本経済新生 のための政策提言活動

◆ 10月に景気の自律的回復軌道の確立を柱の一つとし、ＩＴ関連、環境対策、
高齢化対策、都市基盤整備の４分野に重点を置いた事業規模11兆円からなる
「日本新生のための新発展政策」が実現

◆ 13年４月に金融・産業再生、証券市場の構造改革、都市再生、土地の流動化
等の具体的施策をとりまとめた「緊急経済対策」が実現

◆ 法人事業税への外形標準課税導入について14年度からの導入見送りが実現

◆ 13年度税制改正において中小企業関係税制等の拡充が実現

■ 相続税に係る小規模宅地の特例の対象面積の2割拡大（事業用330㎡→400㎡・居住用

200㎡→240㎡）
■ 贈与税の基礎控除額引き上げ（60万円→110万円）
■ 中小企業投資促進税制、中小企業技術基盤強化税制の適用期限１年延長
■ パソコン等の法定耐用年数の短縮（６年→パソコン４年・その他５年）
■ 株式譲渡益課税に係る源泉分離課税方式の2年延長
■ 企業組織再編税制の整備　等

◆ 中小企業金融安定化特別保証制度の拡充（取扱期間１年延長、保証枠10兆円
追加）により、最終的に172万件、総額29兆円の保証実績

◆ 信用保証協会の一般保証制度の無担保保証限度枠引上げ（5,000万円→8,000
万円）、政府系金融機関の金利５％までの減免措置の１年再延長が実現

◆ セーフティーネット保証の範囲拡大、緊急経営安定対応特別貸付制度の創設
等中小企業への資金供給支援策が実現

◆ 景気対策、中小企業対策、外形標準課税導入絶
対反対、税制改正、ＩＴ化支援、街づくり、商
法改正、企業年金、教育改革等について提言・
要望

◆ 13年3月に「緊急アピール－日本経済の危機を回避するために－」をとりま
とめ、景気回復を最優先とする経済運営等を強く要望

◆ 法人事業税への外形標準課税導入の動きに対し全国的な反対運動を展開

■ 導入絶対反対を繰り返し要望
■ ホームページに「外形標準課税絶対反対」の特設

コーナーを設置
■「外形標準課税導入反対ステッカー」を10万部配布
■ 他の経済団体・中小企業関係団体等73団体による

「外形標準課税導入反対協議会」を結成
■ 外形標準課税反対パンフレットを２万部配布
■ 日刊紙上へ意見広告を掲載
■ 2,000名の参加を得て「外形標準課税導入反対総決

起大会」を開催

◆ 「中小企業活力強化地方集会（決起大会）」の開催を通じ、景気対策、外形
標準課税導入絶対反対、中小企業対策、街づくりの推進等を要望

◆ ＬＯＢＯ調査（早期景気観測システム）の調査対象の拡充と景気動向の迅速
な把握、政策提言活動への活用
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森首相に要望を手渡す稲葉会頭

外形反対総決起大会を開催（日比谷公会堂）

東商ビルに外形標準課税反対の横断幕

主な活動 主な成果



2．多様で活力ある中小企業の創業・成長支援

◆ 地域中小企業支援センターの設置、創業支援セミナーの開催など創業・経営
革新を支援

■ 地域中小企業支援センターの設置

13年８月現在　　250ヶ所

（うち商工会議所　179ヶ所）
■ 創業支援セミナーの開催実績

・新規開業応援セミナー　　　全国68ヶ所　　受講者3,745名（個別相談件数767件）

・創業塾　　　　　　　　　　全国68ヶ所　　受講者3,663名

・新規開業支援拡大セミナー　全国８ヶ所　　受講者2,281名（個別相談件数110件）
■ 新規開業者経営改善貸付「新経」融資実績（累計） 177件　　６億9,300万円

◆ 大型倒産が多発し負債総額が戦後最悪を記録する中、倒産防止特別相談室設
置228商工会議所の12年度相談受付件数は1,962件、うち1,380件が商工調停士
等のアドバイスにより倒産を回避

◆ 労働関係法規の見直しに商工会議所の意見が反映

■ 「個別労働関係紛争の解決の促進に関する法律」に関し、地方労働局へ設置する紛

争調整委員会による調整の事実上の強制に対する懸念について、政省令において適

切に配慮することが決定
■ 円滑な再就職促進等を図るための「経済社会の変化に対応する円滑な再就職を促進

するための雇用対策法等改正法」が成立
■ 雇用保険３事業の助成金の重点化、簡素合理化　等

◆ 平沼通商産業大臣はじめ通商産業省・中小企業

庁幹部との懇談会等の機会を通じ、景気回復を

最重要課題と位置付けた経済運営（補正予算の

早期成立、中小企業のＩＴ化支援）、法人事業税

への外形標準課税導入絶対反対、事業承継税制

等中小企業関係税制の拡充、中小企業金融対策、

中小企業の企業年金環境の整備等を要望、意見

交換

◆ 中小企業の技術開発、新事業推進を支援するため、東京、神戸、福岡で中小

企業技術革新制度（ＳＢＩＲ）推進大会を開催

◆ 各地商工会議所経営指導員の指導力強化のため、

相談指導内容をマニュアル化・共有化するＰＯ

Ｍ（経営相談時点情報管理）システムを普及・

推進

◆ 創業支援セミナーの開催など新規創業者支援事業を推進

◆ 民事再生法セミナーの開催など倒産防止特別相談事業を推進

◆ 「人材需給マッチング事業研究会」において労働市場流動化への対応を検討

◆ 中小企業のＩＳＯ認証取得を支援、中小企業ＰＬ保険制度等を普及推進
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平沼通商産業大臣と
経済４団体との懇談会を開催

ＰＯＭ（経営相談時点情報管理）
システムで経営指導をバックアップ

主な活動 主な成果

各地域で新規開業応援セミナーを開催 創業塾を積極的に開催



応3．総合的な街づくりの推進と流通構造改革への対

◆ 11年度に引き続き、12年度予算において中心市街地活性化対策として１兆円

規模の予算措置（関係13省庁合計）が実現

◆ 各地でＴＭＯ活動が活発化

■ 中心市街地活性化基本計画を国に提出した市町村は372地域（11年度 216地域）
■ 市町村の認定を受けたタウンマネージメント機関は117ヶ所（11年度 47ヶ所）

（うち、商工会議所は67ヶ所）
■ 商業タウンマネージメント計画（ＴＭＯ構想）策定事業に取り組んだ地域は119ヶ所

（うち、商工会議所は67ヶ所） （11年度 100ヶ所）
■ 金沢、京都などで街づくり条例を制定。その他の地域でも制定に向けた取り組み

◆ 「街づくり推進小委員会」において街づくり3法の運用状況を点検。「街づく

り促進に関する提言＝市民コンセンサスを踏まえた中心市街地の再構築に向

けて＝」をとりまとめ、「中心市街地活性化モデル都市制度（仮称）」の創設、

総合的な土地利用規制の確立に向けた「都市・農村計画法（仮称）」の制定、

ソフト事業を中心とした身の丈にあったＴＭＯ事業の推進などを要望

◆ ホームページ「街づくり情報ナビゲーター」やメールマガジン「街づくりニ

ュース」による啓発活動を展開し市民参加型の街づくりを促進

◆ 「まちづくり推進連絡協議会」として「土地利用規制問題に関する参考資料

集」、「続・まちづくり条例をつくろう！」を発行

◆ 「タウンマネジメント推進協議会」や「まちづくり条例研究センター」とし

ての活動を通じ、全国のＴＭＯ活動を支援、街づくり条例の制定を促進

◆ 「大店立地法運用連絡会議」を設置。大店立地法施行後の大型店出店状況や

運用状況に関する情報を収集・提供

◆ 「中小商業活性化事業」、「地域振興セミナー」、「商業施設視察会」など個別

具体的事業を展開
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滋賀県長浜市で地域振興セミナー・視察会を開催那覇市内の商店街を視察・激励する稲葉会頭

主な活動 主な成果

市民らでにぎわうチャレンジシップ
（鳥取県鳥取市）

旧跡を活かした観光拠点づくり
（岡山県高梁市）

小学生が「あきない体験」
（滋賀県近江八幡市）

商店街の清掃・介助・案内を行うマスコット隊
「エスコーターズ」（高知県高知市）



5．活力ある経済社会構築に向けての環境整備

4．情報活動基盤の拡充強化とＣＩＮの一層の推進

◆ 全国の商工会議所等において「中小企業のＥＣ（電子商
取引）入門研修会」を実施。全国273商工会議所で研修
施設等が整備され、12年度開催実績3,580回、延べ受講者
数32,868名を達成

◆ 「ＣＨＡＭＢＥＲ　ＷＥＢ」のサイトは13年3月末で１千ページ超。総ペー
ジビュー数は３月に100万件を突破し、８月までに353万件へと急増

◆ オンラインマーク発行件数は13年3月末で277件。個人情報の漏洩や不正な利
用へ対応するため「電子商取引における個人情報の保護に関するガイドライ
ン」を策定・配布

◆ 商工会議所イントラネットをリニューアルし情報内容を充実、速報性を強化。
432商工会議所が「商工会議所情報化進展度チェックリスト」を使い進展度
を自己診断
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◆ 中小企業の情報化支援事業「商工会議所ミレニアムプロジェクト」を展開。
同プロジェクトの一環として「情報通信技術活用研修事業」を実施し、中小
企業経営者等の情報リテラシーの向上を支援

◆ 中小企業者向けにビジネスで必要とされる各種
情報、ツール、情報交換の場を提供するポータ
ルサイト「ＣＨＡＭＢＥＲ　ＷＥＢ」を民間企
業の協力により開設

◆ 消費者保護および健全なＥＣ（電子商取引）市場の発展、事業者の育成を目
的に、インターネットによる通信販売事業者のホームページに認証マークを
発行する「オンラインマーク制度」をスタート

◆ 商工会議所イントラネットを充実。「商工会議所情報化進展度チェックリス
ト」を作成
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中小企業向けポータルサイト
「CHAMBER WEB」（（株）シービズ提供）

中小企業のＥＣ入門テキスト

主な活動 主な成果

◆ 政策委員会において「これからの商工会議所の課題と行動指針－変わろう、
頑張る中小企業と活力ある地域のために－」をとりまとめ

◆ 確定拠出年金法案、確定給付企業年金法案の早期成立へ向け調査研究、要望
活動を展開。経済4団体共催で確定拠出年金法案の早期成立を求める総決起
大会を開催

◆ 金融、社会保障、少子化、経済法規、地球環境、地場産業振興、教育に関す
る諸問題へ積極的に対応

◆ 13年6月に確定拠出年金法、確定給付企業年金法成立

◆ 商工会議所の主張を踏まえた商法改正等が実現
■ 金庫株の解禁、純資産額規制の撤廃、単元株制度の創設などが実現
■ 新株予約権制度の新設、ストックオプション制度の改善、種類株式制度の弾力化、会

社関係書類の電子化等を内容とする商法改正要綱案が法制審議会会社法部会で決定

◆ 教育改革関連法や21世紀教育新生プランに商工会

議所の意見が反映
■ 基礎学力向上のための基礎的教科における20人授

業の実施
■ 優秀な教員の表彰制度
■ 奉仕・体験活動の促進　等

主な活動 主な成果

町村文部科学大臣と「21世紀教育新生プラン」で意見交換



6．国際経済交流の促進と中小企業の国際化支援

◆ 訪欧経済ミッションをポルトガル、英国、
アイルランドに派遣（９～10月）

◆ 「ＡＰＥＣ中小企業会議ならびにブルネ
イ・マレイシアミッション」を派遣

◆ ＰＢＥＣ東京国際総会において、アジア・太平洋域内の20カ国・地域の政府
代表および民間経済人約800名が太平洋地域における民間の相互協力促進に
ついて議論、「環境」、「グローバル市場における中小企業の奨励」など5つの
声明を採択

◆ インドネシア、韓国、中国、フィリピン、ベトナム、マレイシアの６カ国の
日本人商工会議所等に「中小企業委員会」を設置し、当該国の進出日系企業
の経営相談、地元政府等への意見活動を実施

◆ 「インドＩＴ情報局」をホームページに開設しＩＴ分野で世界的な注目を集
めているインドに関するビジネス情報を発信

◆ 各種経済ミッションの派遣・受入を通じ、諸外国との相互理解と交流を促進

◆ 多国間・二国間会議開催を通じた国際経済交流活動の展開

◆ 皇太子・同妃両殿下のご臨席を仰ぎ、ＰＢ
ＥＣ（太平洋経済委員会）東京国際総会を
開催

◆ 「国際貿易政策研究会」において「日本･
シンガポール経済連携協定」に関する提言
をとりまとめ

◆ 「商工会議所貿易関係証明発給事務規則」を受け、原産地証明書用紙の統一
ならびに証明発給事務の標準化を推進

◆ 在外日本人商工会議所等を拠点とした中小企業の国際化支援を展開

◆ インド西部大地震に対し、日本商工会議所、日印経済委員会を中心に義援金
募金を実施
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バーティー・アハーン　アイルランド首相と意見交換

皇太子・同妃両殿下ご臨席のもと行われた
ＰＢＥＣ開会式

主な活動 主な成果

7．各種検定事業の多面的推進

主な活動 主な成果

◆ 時代のニーズに合った検定試験へ向けた制度改善等に取り組み
■ 珠算試験科目変更（伝票算の廃止）、計算能力検定試験（仮称）の創設
■ 簿記「出題区分表」の改訂、マークシート方式導入の研究
■ 販売士１級試験科目変更（科目数の削減）、制度の改定（専門販売士制度の廃止）
■ 検定試験のＩＴ化に向けた基礎研究を推進

◆ 受験者に対するＰＲ、情報提供を強化
■ 検定試験単独のホームページを開設し、過去問題等を掲載
■ 検定試験情報メールマガジンを配信（毎月15日）
■ ビジネスコンピューティング（１～３級）学習ガイドを作成

◆ ８検定試験の年間受験者は96万人、このうち合格者数は36万人

◆ 検定試験単独のホームページは年間423万ビュー。検定情報ダイヤル（ハロ
ーダイヤル）による案内サービスは、年間約5万件の利用を実現

◆ ＤＣ（確定拠出年金）プランナー認定制度を創設（第１回試験は13年9月）



8．全国商工会議所の交流の促進と活動支援

◆ 沖縄会議において「変わろう、頑張る中小企業と活力ある地域のために」を

スローガンとする沖縄宣言を採択。アクションプログラムを着実に推進

◆ 商工会議所等の広域連携や合併をめぐる現在の状況、過去の合併事例のケー

ススタディ、商工会議所への提言や政府への要望事項等を盛り込んだ報告書

をとりまとめ

◆ 「全国商工会議所青年部連合会」、「全国商工会議所女性会連合会」を日本商

工会議所定款に位置付け（13年5月24日付で経済産業大臣認可）

◆ 日商ニュースファイルのスタートにより、各地商工会議所会頭・副会頭と日

本商工会議所との双方向の意見・情報交換が実現。13年3月末で224商工会議

所・556名が登録
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全国176商工会議所、474名が参加した
日本商工会議所沖縄会議

◆ 日本商工会議所沖縄会議を開催し、政策委員会報告書「これからの商工会議

所の課題と行動指針」をもとに21世紀に向けての商工会議所の諸課題や役割、

その活動のあり方について議論

◆ 商工会議所運営問題研究会報告書『当面の商工会議所の課題と行動計画』

（アクションプログラム）で示された課題と行動計画について個別具体的に

取り組み

◆ 「商工会議所等広域連携・合併問題研究会」において商工会議所の広域連

携・合併問題に関する考え方や課題等について整理・研究

◆ 青年部、女性会の活動強化と日本商工会議所諸活動への一層の協力促進

◆ 会員サービス事業の普及推進、「商工会議所新規プロジェクト開発協議会」

設置による新規事業の研究開発、カリアックの利用促進

◆ 電子メールによる各地商工会議所会頭・副会頭への情報提供サービス「日商

ニュースファイル」をスタート

◆ ホームページ、「石垣」、「会議所ニュース」等による商工会議所活動の積極

的ＰＲ

第20回商工会議所青年部全国大会（鹿児島） 全国商工会議所女性会連合会創立30周年記念式典・
第32回総会（横浜）

主な活動 主な成果

21世紀の商工会議所の課題と
活動のあり方をめぐり活発な意見交換


